様式第１号（第５条関係）
年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金事業計画書
　

１　申請者の概要（県内中小企業者グループの場合、代表者の情報を記載し、他の構成員の情報は別紙（様式任意）としてください）
	電話番号
	
	電子メール
	

	担当者職・氏名
	

	業種
	

	従業員数
	名
	資本金
	円

	消費税の取扱い
	・一般課税事業者　　・簡易課税事業者　　・免税事業者


　

２　申請事業の概要
	補助事業（該当に○）
	・基盤づくり支援型　・育児・介護休業取得支援型　・体制整備型

	事業実施期間（予定）
	　　年　　月　から　　年　　月　まで
育児・介護休業取得支援型のみ記入してください：

（１）従業員の育児・介護休業等取得開始日　　　年　　　月　　　日

（２）新たに正規雇用する従業員の雇用開始日　　年　　　月　　　日

体制整備型のみ記入してください：

新たに複業を行う者の業務開始日　　　　　　　年　　　月　　　日
※日が決まっていない場合、○年○月頃（予定）としてもよい

	事業計画名
	

	事業計画概要
	今回実施する事業のポイントを150～200文字程度で記入してください：


３　労働法規の整備状況について、該当するものの（　）に○をつけてください。

（１）最新の労働法規に照らし合わせて問題のない就業規則の策定又は労働協約の締結をしている（　）

（２）（法定労働時間を超える時間外労働がある場合）36協定を締結している（　）
４　他の補助金の活用の有無（予定）について、いずれかに○をしてください。　　　有　・　無

	「有」の場合、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記入してください：


５　添付書類
（１）別添様式第１－１号（基盤づくり支援型）、第１－２号（育児・介護休業取得支援型）又は第１－３号（体制整備型）
（２）企業概要のわかる資料（企業案内パンフレット、ホームページの写し等）
（３）事業計画申請直近１期の決算書（青色申告決算書又は財務諸表（営業報告書又は事業報告書、貸借対照表、損益計算書）、写しで可）
別添様式第１－１号（基盤づくり支援型）（第５条関係）
６　働きやすい職場づくり・生産性向上（働き方改革）について
	働き方改革に係る現状・課題（文章でも箇条書きでもどちらでも構いません）：

	本事業で実施する事業計画（事業の実施体制、実施方法、スケジュール等、実施する内容を具体的に記入してください（図表可））：


７　事業計画を立案するにあたって外部の専門家、商工団体又は金融機関等から受けた助言・支援
	助言・支援を受けた者：
助言・支援を受けた日：
助言・支援の内容：



８　人材定着状況及び求人登録状況について（それぞれ、該当するものの（　　）に○）
（１）人材定着状況
・新規の正規雇用者として採用した者が３年以内に離職したことがある（　　）

・交付申請年度から直近３年間に新規の正規雇用の目標があり採用活動を行ったが、目標どおりに採用ができなかった（　　）
・上の２つには当てはまらないが、人材定着・確保のために取り組みたいことがある（　　）
（２）求人登録状況
・交付申請時点で県立ハローワークに正規雇用の求人登録を行っている（　　）

・補助事業実施中又は実施後、県立ハローワークに正規雇用の求人登録（新卒採用も含む）を行う予定がある（　　）
・その他、公開での求人登録を行っている（　　）
別添様式第１－２号（育児・介護休業取得支援型）（第５条関係）
６　社内体制の見直し及び生産性向上に係る計画
（１）社内体制に関すること
※特に育児・介護休業等を取得しようとする従業員に関する業務について記載すること

	現状と課題：



	見直しの計画：




（２）生産性の向上に関すること
※特に育児・介護休業等を取得しようとする従業員に関する業務について記載すること

	現状と課題：



	見直しの計画：




注　（１）及び（２）の詳細は資料の添付でも可
７　事業計画を立案するにあたって外部の専門家、商工団体又は金融機関等から受けた助言・支援
	助言・支援を受けた者：
助言・支援を受けた日：
助言・支援の内容：



別添様式第１－３号（体制整備型）（第５条関係）
６　社内体制の見直し及び生産性向上に係る計画
（１）社内体制に関すること
※特に複業人材を活用しようとする業務について記載すること

	現状と課題：



	見直しの計画：




（２）生産性の向上に関すること
※特に複業人材を活用しようとする業務について記載すること
	現状と課題：



	見直しの計画：




注　（１）及び（２）の詳細は資料の添付でも可
７　事業計画を立案するにあたって外部の専門家、商工団体又は金融機関等から受けた助言・支援
	助言・支援を受けた者：
助言・支援を受けた日：
助言・支援の内容：



様式第２号（第５条、第８条関係）
　年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金収支予算（決算）書
１　収入の部

（単位：円）
	区分
	金額
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


２　支出の部

（単位：円）
	補助事業
（区分）
	経費内訳・明細
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	負担区分

	
	
	
	
	補助金
	補助金以外

	
	
	
	
	－
	－

	
	
	
	
	－
	－

	
	
	
	
	－
	－

	
	
	
	
	－
	－

	
	
	
	
	－
	－

	
	
	
	
	
	


注１　決算時（実績報告時）は各欄の上段に予算額（交付決定時の額）を（　　）書きで記載し、下段に決算額を記載してください。
注２　経費内訳・明細 には積算根拠を明記してください（別紙可）。

３　県外発注の有無　　　有　・　無

	「有」の場合は、県外発注する理由を記入してください。


注　基盤づくり支援型の「委託料」に係る委託事業を県外事業者に発注される場合は「有」に、県内事業者に発注される場合又は経費に「委託料」がない場合は「無」に○を付けてください。

様式第４号（第８条関係）
年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金事業報告書

　

１　報告者の概要（県内中小企業者グループの場合、代表者の情報を記載し、他の構成員の情報は別紙（様式任意）としてください）
	電話番号
	
	電子メール
	

	担当者職・氏名
	

	業種
	

	従業員数
	名
	資本金
	円

	消費税の取扱い
	・一般課税事業者　　・簡易課税事業者　　・免税事業者


　

２　申請事業の概要
	補助事業（該当に○）
	・基盤づくり支援型　・育児・介護休業取得支援型　・体制整備型

	事業実施期間（実績）
	　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで
育児・介護休業取得支援型のみ記入してください：

（１）従業員の育児・介護休業等取得開始日　　　年　　　月　　　日

（２）新たに正規雇用した従業員の雇用開始日　　年　　　月　　　日

体制整備型のみ記入してください：

　新たに複業を行う者の業務開始日　　　　　　　年　　　月　　　日

	事業計画名
	

	事業結果概要
	今回実施した事業のポイントを150～200文字程度で記入してください。




３　他の補助金の活用の有無（予定）について、いずれかに○をしてください。　　　有　・　無

	「有」の場合、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問合せ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記入してください：


４　添付書類（以下、（２）から（６）は写しで可）
（１）別添様式第４－１号（基盤づくり支援型）、第４－２号（育児・介護休業取得支援型）又は第４－３号（体制整備型）
（２）実績報告提出直近１期の決算書（青色申告決算書又は財務諸表（営業報告書又は事業報告書、貸借対照表、損益計算書））（交付決定時と同一の場合、提出不要）
（３）補助対象経費に係る支払証拠書類（請求書、納品書、領収書、振込の実績がわかる書類等）
（４）（育児・介護休業取得支援型のみ）育児・介護休業等を取得した従業員に係る育児・介護休業取扱通知書
（５）（育児・介護休業取得支援型のみ）新たに正規雇用した従業員に係る採用通知または雇用契約書等（採用された者が交付要綱第３条第４号で定める「正規雇用する従業員」であることが確認できるもの）
（６）（体制整備型のみ）新たに複業を開始した者に係る雇用契約または業務委託契約等

別添様式第４－１号（基盤づくり支援型）（第８条関係）
５　働きやすい職場づくり・生産性向上（働き方改革）について
	本事業で実施した事業内容（事業の実施体制、実施方法、スケジュール等、実施した内容を具体的に記入してください（図表可））：

	事業の効果・成果：


注　詳細は資料の添付でも可
別添様式第４－２号（育児・介護休業取得支援型）（第８条関係）
５　社内体制の見直し及び生産性向上に係る事業実施結果
（１）社内体制に関すること
※特に育児・介護休業等を取得した従業員に関する業務について記載すること

	見直しの計画：



	実施した内容：



	得られた効果又は今後期待できる効果



（２）生産性の向上に関すること
※特に育児・介護休業等を取得した従業員に関する業務について記載すること

	見直しの計画：



	実施した内容：



	得られた効果又は今後期待できる効果



注　詳細は資料の添付でも可
別添様式第４－３号（体制整備型）（第８条関係）
５　社内体制の見直し及び生産性向上に係る事業実施結果
（１）社内体制に関すること
※特に複業人材を活用した業務について記載すること

	見直しの計画：



	実施した内容：



	得られた効果又は今後期待できる効果



（２）生産性の向上に関すること
※特に複業人材を活用した業務について記載すること

	見直しの計画：



	実施した内容：



	得られた効果又は今後期待できる効果



注　詳細は資料の添付でも可
様式第５号（第８条関係）
年　　月　　日
鳥取県知事　　　　　　　　　様
〒
報告者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
　年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書
年　　月　　日付第　　　　　 号で交付決定のあった　年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定しましたので、鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金交付要綱第８条第４項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　本補助金の確定額（確定通知書により通知した金額）  金　　　 　　　　 　円（Ａ）
２　確定額に係る補助対象経費の額 　　　　　　　　 　  金 　 　 　　　　　 円（Ｂ）
３　実績報告控除税額 　　　　　　　 　　　　　　　　　金 　　　　　　　　 円（Ｃ）
４　確定した控除税額 　　　　　　　　 　　　　　　　　金　　　　　　　　  円（Ｄ）
５　補助金返還相当額 　　　　　　　　　　　　　　　 　金　　　　　　　　  円

※ （Ｄ）－（Ｃ）＞０の場合、（（Ｄ）－（Ｃ））×（Ａ）／（Ｂ）
注　積算内訳書、その他参考書類（消費税確定申告の写し及び添付書類等）を添付すること。
様式第６号（第９条関係）
年　　月　　日
鳥取県知事　　　　　　　　　様
〒

報告者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　印
　年度鳥取県働きやすい職場づくり活動支援補助金進捗状況報告書
　　　年　　月　　日　　第　　号による交付決定に係る事業の　年度内の進捗状況について、鳥取県補助金等交付規則第17条第３項の規定により、下記のとおり報告します。
記
１　事業の実施内容

	年度内に実施した事業内容と今後の予定を記入してください。


２　経費執行状況

	交付決定
	算定基準額
	交付決定額

	
	円
	円

	（１）　年度の実績
	円
	円

	（２）　年度の実施予定
	円
	円


